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2001 年 5 月に 1300 世帯に自記式調査票を配布し、過去 3 年以内に歯科診療受診経験がある 1265 人の回答を分析
対象とした。調査項目は、自費診療経験(有無)、自費診療負担金額(各歯科治療の金額の合計(単位:万円) )、
年齢( r20"-39 歳」、 r 40"-59 歳」、 r 60"-69 歳J の 3 群)、性別、学歴(大学卒業の有無)、就労状況(有職・
無職)、年間所得( r500 万円未満j 、 r 500"-1 ，000 万円未満」、 r 1 ， 000"-1 ， 500 万円未満j 、 r 1 ， 500 万円以上J
の 4 群)、貯蓄残高(年間所得と同様)、住居形態(持ち家・賃貸)、世帯自費診療経験(有無)、歯科医師誘発要
因(有無)、歯科診療所密度(高密度<受診した歯科診療所から徒歩 3 分以内に 3 診療所以上>・低密度<同 3 診療
所未満>)である。
対象を自費診療「経験」群、 「未経験J 群の 2 群に分け、 Two.Part モデ、ルにて分析した。 first part は自費診療経
? ?円。
. 
験の有無について多変量ロジスティック回帰分析、 second part は自費診療経験者を対象に自費診療負担金額につい
て重回帰分析を行った。
自費診療の有無に対する年齢、性別、年間所得、貯蓄残高、世帯自費診療経験との関連は、 「女性j は「男性J に
対し自費診療のオッズ比が 2.19 、 f60"-'69 歳J 群は f20"-'39 歳」群に対し 2.43、年間所得 f 1,000"-' 1 ， 500 万円未
満J 群は f500 万円未満J 群に対し 3.68、貯蓄残高 f1 ， 000"-' 1 ， 500 万円未満J 群は f500 万円未満J 群に対し1.84、
世帯に自費診療を経験した者が川、る J とした者は「し 1なしリとした者に対し 55.24 で、それぞれ有意な関連がみら
れた。また年齢、年間所得、貯蓄残高は、傾向検定において自費診療の実施と有意の関連がみられた。これに対し歯
科診療所密度は、 「高密度J の「低密度」に対する自費診療のオッズ比は1.15 で、あったが、有意の関連は認められな
かった。
自費診療負担金額は、貯蓄残高が f500"-' 1 ， 000 万円未満」および f1 ， 000"-'1 ， 500 万円未満」群が f500 万円未満」
群より有意に高額で、あった。傾向検定でも、貯蓄残高は自費診療の金額と有意の関連がみられた。これに対し歯科診
療所密度は、 「高密度」の者が1.69 万円高額で、あったが、有意性は認められなかった。
〔総括〕
自費診療における歯科医師誘発需要仮説を検討し、以下の結果を得た。
1. 年齢、性別、年間所得、貯蓄残高、世帯自費診療経験は自費診療の有無と有意な関連がみられたが、歯科診療所
密度は自費診療の有無と有意の関連を認めなかった。
2. 自費診療負担金額は、貯蓄残高と有意の関連を認めたが、歯科診療所密度とは有意の関連は認めなかった。
本研究では、歯科医師密度からみた自費診療に対する歯科医師誘発需要については、仮説を支持する有意の結果を
得るには至らなかった。しかしいまなお歯科医師誘発需要仮説が唱えられるのは、医師と患者間に情報の非対称性が
存在するためである。今回の結果は歯科医師密度の増加が、大きく自費診療の受診を誘発するものでないことを示唆
しており、歯科医療サービスの利用者に対する教育や、診療情報の開示等により、歯科医師と患者の聞の情報の非対
称性を減少させることの重要性を示している。
論文審査の結果の要旨
医療費の増大は大きな社会問題となっており、増加要因の研究・分析が数多く行われている。本研究では、医師誘
発需要仮説の理論に基づいて、自費診療に対する歯科医師誘発需要仮説の検討をしている。自費診療経験の有無およ
び自費診療負担金額について分析を行った結果、前者は年齢、性別、年間所得、貯蓄残高、世帯自費診療経験と、後
者は貯蓄残高と有意の関連がみられたが、歯科診療所密度とはいずれも有意の関連はみられなかった。
今回の結果は歯科医師密度の増加が、大きく自費診療の実施を誘発するものでないことを示唆しており、歯科医療
サービスの利用者に対する教育や診療情報の開示等による歯科医師と患者との情報の非対称性の減少を図ることが
重要であることを示している。
以上の内容から、本論文は学位に値するものと認める。
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